経営学研究の課題と方法をめぐって　－拙書『現代経営学の再構築』に対する批判へのリプライと「科学的経営学」再考 by 山崎, 敏夫








































































比較経営学会），第 30 号，2006 年 3 月，87 ページ。










































































































































版 経営経済学・企業理論』所書店，1976 年，同編『経営経済学総論』ミネルヴァ書房，1971 年，拙書『ド
イツ企業管理史研究』森山書店，1997 年，『ヴァイマル期ドイツ合理化運動の展開』森山書店，2001 年，『ナ
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6) 谷本寛治『企業社会のリコンストラクション』千倉書房，2002 年，18 ページ。
































8) 例えば丸山惠也氏は，批判経営学の再構築という作業に取り組むにあたっては，今日より 30 余年前に展開
された 1970 年代の批判経営学からなにを継承し，なにを克服しなければならないのかを検証することから






































9) 前掲拙書『現代経営学の再構築』，第 1 部，とくに第 3 章を参照。































































































10) 貫，前掲論文，87-8 ページ。 
11) 前掲拙書，『現代経営学の再構築』序章参照。



































戦略研究の方法をめぐって」『立命館経営学』（立命館大学），第 44 巻第 6 号，2006 年 3 月，48-9 ページの
図 3 および 42-50 ページを参照。





































































大学），第 193 巻第 2 号，2006 年 2 月，101-2 ページ ｡







































































































17) 前掲拙書『現代経営学の再構築』，第 6 章から第 10 章を参照。


































136 立命館経営学（第 45 巻　第 4 号）
グローバル化と呼ばれる現象がかつての「多国籍企業」と呼ばれた時代や 1980 年代のように
経済の「国際化」と呼ばれた段階の企業経営の国外展開と比べても質的に新しい性格













































































































139経営学研究の課題と方法をめぐって (山崎 ) 
るリプライを要する。拙書第 2 部，ことに第 8 章（経営のグローバル化），第 9 章（企業結合の今















































































































































































































































































































































  また公的規制の意義という点に関していえば，この点は例えば「EU の多国籍企業への規制」
や「国連および国際機関の企業への規制」などにみられる。例えば遺伝子組換え農作物に立ち
はだかる EU の壁としてつぎのような点がみられる。EU での遺伝子組み換え食品に対する警




限する措置が正当化されるべきとの考え方である ｢ 予防原則 ｣ の立場から，1999 年 6 月に締
結された EU 各国の環境相による紳士協定により，遺伝子組換え農作物の新たな商業利用の
認可を一時的に停止している ｡ また 2005 年からすべての原材料表示の義務づけがなされるよ
























が出され，2005 年 4 月 20 日の会社側の最高裁への上告受理申し立ての取り下げにより組合
全面勝利の判決が確定している。裁判で敗訴した日本航空は，判決を反映した内容で組合と暫
定的に協定を結び，新たな協定締結に向けて話し合いを始めたが，暫定協定が期限切れとなる















29) 例えば伊澤　章『欧州労使協議会への挑戦―― EU 企業労使協議制度の生成と発展――』日本労働研究機構，
1996 年，濱口桂一郎「EU 労働者参加の潮流と日本への課題」(http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no160/
kikou.htm) などを参照。
30) 日本航空機長組合「日本航空機長組合のホームページへようこそ」(http ://www.jalcrew.jp/jca/) 参照。






































































152 立命館経営学（第 45 巻　第 4 号）


































































154 立命館経営学（第 45 巻　第 4 号）
対して寄せられた貴重な批判を手がかりとして｢科学的経営学｣を再考する試みを行ってきた。
本稿は，拙書の公刊の段階での説明の不十分なところを再検討し，またその後の研究において
いくつかの重要な論点について議論を深めた点などをふまえた現時点での筆者の ｢科学的経営
学 ｣の到達段階を示したものでもある。ただ本稿の執筆段階で予定していた，拙書に対する批
判とそれへのリプライをふまえての，また同書刊行後に研究をすすめた論稿での議論
33)
などを
もふまえての ｢科学的経営学」の方法論再考の試みは紙幅の関係からなしえなかった。その意
味では，「現時点での筆者の『科学的経営学』の到達段階」という表現はなお暫定的な性格で
あるといわざるをえない。方法論再考のより本格的な展開という作業については，つぎの機会
に譲りたい。
33) 例えば前掲拙稿を参照。
